






























平成 18年 10月 1日、指定医療機関の措置入所者に対して障害者自立支援法が本格
的に施行され、これまでの措置制度から契約制度への転換が行われた。ある指定医療



























































その中でも苦慮した事例であった。 それぞれに対して支援経過を、 ①問題状況、 ②支
援と経過、 ③小括の 3項目に整理して記述し、 連携のあり方について検討したo
D病院には進行性筋萎縮症児(者)病棟と重症心身障害児(者)病棟があり、進行性筋萎

































査を行わない理由についても確認した o 出身市町村では、 5年間は経過措置があるた








































































































は事例 1と事例 2、「代弁者的な役割Jについては事例 3の支援経過に即して説明する D
まず、事例 1において Aの出身市町村は D病院からの距離が 300km以上も離れて
いた。市町村担当者は、 2005年 11月の障害者自立支援法成立以来、 2006年 10月 1
日の同法施行に至るまでに、居住する知的障害者、身体障害者、精神障害者すべての
「障害程度区分Jを判定する必要が生じていた o こうした時間的な制約や上述の距離
的な問題により、事例 lの出身市町村担当者は D病院に来院することを断念して D病
院がある市町村に「障害程度区分j の委託を行わざるを得なかったものと推察され、
Aは出身市町村への不満を抱いたものと考えられる。さらに、委託された市町村担当















うとともに、 A からの不安、不満を受け止めながら A の想いを市町村に伝えていた。
つまり、支援者は Aと市町村との連絡場面に積極的に介入するだけにとどまらず、双
方が理解できない内容を明確にして、双方にわかりやすく伝える、すなわち「通訳的
な役割Jを果たしていたといえよう o また、事例 2において、 Bの保護者は以前から

















遅れていた理由等を説明したことにより問題は解決された o つまり、支援者は Bと保
護者との聞に介入し、双方が理解できない内容を明確にして、双方に伝える「通訳的





























たo 事例 2は保護者の面会の頻度が少ないがために、支援者および Bと保護者とのコ




























(編)講座特別支援教育 1特別支援教育の基礎理論.教育出版， 17・31，2006. 
-37ー
